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マイクロソフトは以下に定義される公共機関様向けに、ボリュームに基づくディスカウント価格レベルを提供しております。これらのボリュームに基づくディスカウント価格レベルは、認定政府機関に限られ、対象となるマイクロソフト ボリューム ライセンス プログラムと契約書においてディスカウント価格レベルが提供される期間に限り提供いたします。『認定政府機関』とは、以下のカテゴリーにあてはまる法人または組織を意味します。
	適用対象となりうる機関

	A. 中央省庁
	· 内閣官房、内閣法制局、人事院
· 内閣府 (宮内庁、公正取引委員会、国家公安委員会・警察庁)
· 総務省 (公害等調整委員会、消防庁)
· 法務省 (公安調査庁)
· 外務省
· 財務省 (国税庁)
· 文部科学省 (文化庁)
· 厚生労働省 (中央労働委員会)
· 農林水産省 (林野庁、水産庁)
· 経済産業省 (資源エネルギー庁、特許庁、中小企業庁)
· 国土交通省 (船員労働委員会、気象庁、海上保安庁、海難審判庁)
· 環境省
· 防衛省
· 会計検査院
· 国立 (こくりつ) と名のつくすべての機関














	中央省庁の配下にある各局の単独名義でもご契約いただけます。

	B. 都道府県
	· 東京都庁、北海道庁、大阪府庁、京都府庁、各県庁 (出先機関の場合も、庁等の名義で契約し、部署名を明確に記載してください)
· 都立、道立、府立、県立と名のつくすべての機関









	· 自治体名義、または役所 (都庁、県庁等) 名義でご契約ください。
· 「立」が入らない場合は、自治体名義でご申請ください。

	C. 市町村
	各市役所、各町役場、各村役場 (出先機関の場合も、各役所の名義で契約し、部署名を明確に記載してください)






	自治体名義でご契約ください。

	D. 公立の施設
	市立、町立、村立、公立と名のつくすべての機関




	「立」が入らない場合は、自治体名義でご申請ください。

	E. 東京 23 区
	【特別区】
· 地方自治法で定められた、東京 23 区 (出先機関の場合は各区役所名義で契約し、部署名を明確に記載してください)
· 区立と名のつくすべての機関
	· 区役所名義でご契約ください。
· 「立」が入らない場合は、自治体名義でご申請ください。

	F. 地方公共団体の組合
	【地方公共団体の組合】
· 一部事務組合
· 広域事務組合
· 広域行政組合
· 広域連合
· 全部事務組合
· 役場事務組合
	

	G. 独立行政法人
	中期目標管理法人、国立研究開発法人または行政執行法人として、独立行政法人通則法の定めるところにより設立される法人、および独立行政法人通則法の準用を受け、総務省設置法第四条の七に掲げられる法人
	

	H. 国会
	· 衆議院
· 参議院
	

	I. 裁判所
	裁判所
	最高裁判所、下級裁判所、いずれも可能です。

	J. 消防・警察組織
	地方公共団体が設置した消防・警察組織 (消防署、消防組合、消防本部、県警など)
	

	K. 公益法人
	· 公益財団法人
· 公益社団法人
· 特例民法法人
	

	L. 特別地方公共団体 (一部)
	· 財産区
· 地方開発事業団
	

	M. 公社
	国や地方公共団体が設立する公社法等の法律によって設立された公共機関
	

	N. 地方共同法人
	特殊法人等整理合理化計画に基づき、民商法および特別法によって設立される特殊法人
	

	O. 公的医療機関
	医療法第三十一条で定められている「公的医療機関」
	

	P. 医療法で定められた医療機関
	医療法第一条の五に合致した「病院」または「診療所」
	病院、または診療所名義でご契約ください。


カテゴリー A. ～ N. に適合する機関が営利活動を行っている場合には、あわせて以下の条件を満たした場合に『認定政府機関』とします。
1. 生じた収益は国や地方公共団体に帰属するか? (民間の資金提供者に配分されるか?)
2. 法人税が免除 されているか?
3. 国や地方公共団体からの出資が 50% を超えるか? (営利活動からの収入が 50% 未満であるか?)
*	公益活動を行うために付随的に収益を目的として行う事業からの収入がある「K. 公益法人」については、かかる収入に対する法人税が軽減されている場合を含みます。
上記 3 つの条件をすべて満たした場合、『認定政府機関』とします。上記のうち 1 つでも満たしていない場合は『認定政府機関』とはなりません。一般的には、政府や地方公共団体が所有する組織で商業活動 (通信事業、金融業、交通等) を行っている機関は『認定政府機関』とみなしません。
ライセンス契約締結後に機関が認定政府機関としての地位を失った場合、当該機関は既にライセンスを取得している製品の使用を継続することはできますが、マイクロソフトの政府機関向けライセンス プログラムに基づく新たなライセンスを発注することはできません。
[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]マイクロソフトは、対象となる公共機関 (上記で定義および説明) に対し、政府機関向け価格を提供します。該当するボリューム ライセンス契約に規定される追加の資格要件を満たす場合には、対象となる組織は、(1) エンタープライズ、エンタープライズ サブスクリプション、セレクト、もしくはセレクト プラス ボリューム ライセンス プログラムに基づく価格レベル D、または (2) 他のマイクロソフト ボリューム ライセンス プログラムに基づいて提供される場合があるその他の割引、を受けることができます。
マイクロソフトは認定政府機関に対し、ボリュームに基づくディスカウント価格レベルを適用します。
これらのボリュームに基づくディスカウント価格レベルは、認定政府機関に限られ、対象となるマイクロソフト ボリューム ライセンス プログラムと契約書においてディスカウント価格レベルが提供される期間に限り提供いたします。
	適用対象外の団体・機関

	右記各法人
	· 社会福祉法人
* ただし、公的医療機関は適用対象となります。
· 宗教法人
· 特定非営利活動法人
· 中間法人
· 特別民間法人
· 特殊法人
· 認可法人

	その他
	· 各国政府 (在日大使館等も含む)
· 政党
· 株式会社、有限会社、合資会社
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